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エネルギ-・食料・真水不足 住民の安全

本提案は
日本の1,747の自治体に眠る休眠資源を発掘して資本を蓄え住民の安全・防災・経済活性を計るのが目的です。

世界の自治体の現状
① 80億の人口と持続的な発展に、現状ではエネルギ-・食料・真水資源が不足し、増産制限因子の発見と増産

新技術が渇望されていますが、発見されないため世界では3資源の争奪紛争が起こり収集がつかなくなって

います。

② 収拾不能の状態はますますひどくなり今後数十年続きますので、日本も必然的に対応を迫られてきます。

 

日本の自治体の対応 住民の安全・防災・経済活性が基本
① 日本もエネルギ-・食料・真水3資源が常に不足

     ですので、収集廃棄物（休眠資源と呼称）から上記3資源の増産原料を【先端炭化炉】で創り原料を住民に

供与し循環経済と地域活性化を実現する方法で住民の健康と安全を守る【自給防災都市】を実現させるのが

現実的です。

② 経済面

  運営協議会(国資金）与信会社(民間資金） 先端技術会社(民間技術） 地元企業(民間資金)で利益を出し投下

資本を6年位で償却し財政力指数1にするのが現実的です。

➂ 休眠資源発掘

収集廃棄物を休眠資源と呼称し、これを有効利用することを休眠資源発掘と言います。 1



日本人がエネルギ-・食料・真水3資源不足を機能炭化炉で解決

 
日本人が制限因子解明と増産新理論を完成
① 舟山三雄【クラスタ】

2004年に増産制限因子は【クラスタ】であると伴・船山理論を発表し実証。

② 石黒三郎 【P型半導体】

テラへルツ波長と電荷の2機能を持つP型半導体黒粒1を開発し常温・常圧で上記

エネルギ-・食料・真水のでクラスタ分解し増産理論に道をつけた。

➂ 山下昭彦【増産新理論】

2009年波動と電荷を水に転写し増産用黒粒2・汎用型黒粒3 を開発。クラスタ分解で ❶ 増産制限解消と

❷ 水分子粘性減少で増産する【分子水理論】を提唱。

④ 2013年茨木の分子水炭化炉でエネルギ-1.86倍、食料2.4倍、真水2倍節約の実証を得る。別紙参照。

⑤ 舟山三雄 東北大卒 日本レアメタル協会会長 2006年没

⑥ 石黒三郎 古河鉱業(株)現古河機械金属取締役電子材料本部副本部長兼営業部長。 開発・計測

⑦ 山下昭彦 ワイレックスリウォーター研究所 サンアグリ研究所 ゼロフォース３社の会長 開発・実践

黒粒 国の評価認定
1 東京都 機器認定 9労経計創第558号。

2 内閣府 性能評価 平成24年3月評価報告書。

3 環境省 性能評価 環境省公募6付録2。

1 特許 第 5789835号 炭化炉システム特許

2 特願 2022-171101    炭酸ガス分解理論特許

黒粒

東工大資料

黒粒1波長 黒粒2波長黒粒3波長

2
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クラスタ

ゴマ粒

栄養分
毛糸球が数億

個付着

バレーボール 
毛糸球

硬球
水分子

ケシ粒 

汚物・汚れ
バレーボールが数億個付着

トラックタイヤ径

本現場の水道水の大きさ 血管・導管内の大きさ

ゴマ粒

クラスタ生成 クラスタ分解
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鹿角霊芝3.4倍増産 投資効率1：345 機能野菜2.8倍増産 投資効率1：142 高値野菜2.2倍増産 投資効率1：149

雪鱒 1000匹中922匹出荷 
投資効率1：310

車エビ1000匹中914匹出荷
投資効率1：540

ウナギ1000匹中911出荷
投資効率1：223

分子水理論
① 増産制限解消

クラスタ分解で養分流動性を高め植物細胞は最高6.4倍(きうり)動物細胞は1.6倍(エビ)の分裂速度を実現し

植物は平均2.4倍の増産、動物は平均1.4倍の増産結果を得る。

② 粘性減少

生命の源の水分子の細胞核の周囲は ①結合水10-⁶  ②結合水周囲の水10-⁴  ➂細胞膜 ④細胞膜外側の水10-³

 の3低速で核を保護。これを10-2ずつ上げて増産する理論。
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工程6 汚水資源化
(常圧）

PH調整・固液分離・分子水

再利用 放流

工程4   本処理 ガス発電
(常圧）

工程7 再生資源
(常圧）

機能炭・温水

使用済
紙オムツ

大気放出200℃以下

冷却機≒400℃ 

スクラバ≒
230℃

ｶﾞｽ吸着機≒
230℃

工程5 後処理 ガス無害化
(常圧）

ガス分解≒680℃

破砕機

工程1 前処理 破砕 洗浄
(常圧）

収集芥・糞尿・PP

工程2    前処理 加水分解
(圧力容器）写真は6t/日の大

型・紙オムツ

工程3   本処理 過熱炭化炉
(常圧）写真は48ｔ・0.3t/日

ガス分解温度≒780℃

分子水



計画1 炭化資源工場 機械説明

① 酸化型焼却場(炭酸ガスと灰を製造)を還元型炭化資源化工場(黒字を生む)にします。

② 発生廃棄物(有機物)を先端技術の炭化資源化工場で ❶軽油 ❷灯油 ❸重油 ❹電気❺作物2.4倍増産材 ❻分子

水資源を創り地場に供与します。

➂ 工場は5ラインですが選択制です。不要ラインは外します。

④ ライン1～3で【エネネルギー ・ 食料 ・ 水】 原料製造で地場産業活性化します。

⑤ ライン4～5で【水素ガス生成・ CO2排出権】・・・・ で新産業確立をします。

ライン 1 油化ライン 油化機・増量機で①灯油 ②軽油 ③重油の液体エネルギ-創造。

ライン 2 炭化ライン 加水分解機・炭化炉で①温水 ②電力 ➂機能炭の固体エネルギ-創造。

❶加水分解機 高圧資格必要

               炭水化物の繊維間の結合物を分解して爪楊枝状の繊維だけ残す機器。

最高230度ですので炭にはなりません。

❷分子炭化炉 資格不要

加水分解機から出た繊維を560度で機能炭と蒸気にする機器。

ライン 3 屎尿ライン 紙さ分離機・屎尿分離機で 屎尿から①分子水 ②機能炭資源を製造。選択ライン

ライン 4 発生固形ライン 固液分離機・遠心分離機で ①分子水 ②グリーン水素 ③PFAS。選択ライン

ライン 5 発生ガスライン CO2分解機・プラズマ機で ①CO2排出権獲得。選択ライン 6
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事業計画

資金調達 1 国に2/3支援
① 交付金は自治体の計画に2/3支援。1/3は自治体負担ですが割合に例外もありますので弊社で国の交付金支援迄の一

切をお手伝い致します。

資金調達 2 自治体1/3負担
① 国要請の協議会をLLCで設立し会員を募集し資金募を集め、自治体負担金を軽減します。

② ❶発掘可能性診断 ❷資源発掘書類作成(12％程度) ❸計画書は自治体負担 (P13・P14)です。

採用はプロポ－ザル方式
① 技術 国評価認定の先端技術を持ち、関係官庁に人脈をもつ会社。

② 資金 官の資金支援(交付金・締切は6月・12月)獲得と 自治体の資金調達に実績ある会社。

➂ 運営 運営協議会を立上げ休眠資源発掘炭化工場を稼働し利益を上げる実績ある会社。

④ 誘致 ❶与信会社を誘致(技術会社が誘致) ❷技術会社 ❸地元会社と三社連合で地域活性が出来る会社。

計画評価 計画1と計画2副次効果のリンクと数字化。
① 計画1 収集廃棄物資源化

交付金受託迄の詳細と炭化工場をLLCの協議会方式で運営し黒字化する具体案(P9～P11・別紙計

    画書)があり自治体と運営協議会に報いる部分の詳細(P5)がある事。

② 計画2 副次効果・増産循環経済で活性化

生成資源を住民に供与し増産循環経済が具体的に提案されていること。
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事業計画 立案 計画1・計画2

計画1 収集有機廃棄物炭化工場運営
① 国の交付金条件の運営協議会を設立し、ここが炭化工場を運営管理します。

② 収集有機廃棄物を過熱炭化炉でエネルギー・食料・真水原料を製造し地場に供与。

➂ 収集ゴミから最大1.86倍の液体エネルギー(灯油・軽油・重油)創造。

④ 収集ゴミ炭化で 2.4倍食料増産材(養殖増産材・畜産増産材)・発電エネルギ-を創造。

⑤ これを5年計画(P8参照)で完成させます。

計画2 副次効果・増産循環経済実現
① 運営協議会が上記生成原料を地場へ供与します。

② 生成物の液体エネルギー(灯油・軽油・重油)を供給し・最大2.4倍の食料増産・1.9倍の真水増産を実現し

循環経済を実現します。

運営協議会はLLC方式
① 出資者（社員）が経営者となる方式。スピーディーな意思決定が可能で経営の自由度が高くなり、会社経営

に第三者が介入しにくいというメリットがあります。

② ❶決算公告の義務無し ❷役員の任期無し ❸利益配分が自由に決められるため出資比率に係わらず定款に

よって利益配分を自由に決めることができます。

➂ 技術力や業績など、出資額だけではない要素で利益配分を決められるのも特徴の1つ.
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運営協議会を設立 会員募集 P7参照

① ❶与信会社❷技術を持つ弊社❸地元アレンジャ－と三社連合で運営協議会の中心になります。

② 国の交付金支援の条件ですので自治体傘下事業として利益率(P10参照)の20年契約で会員募集して資金調達

します。協議会会員募集は以下の業種で与信を持つ会社とします。

➂ 新規事業希望会社・リース会社・保険会社・食品会社・飲料会社・穀物商社・水産会社・畜産会社

飼料商社・種苗会社・化粧品会社・養殖・漁協・林業

運営協議会収益予測

① 投下資本の回収を4年から6年の炭化資源化を計画し運営協議会を造り自治体に提出し交付金で休眠資源発掘

工場を運営し(P11)利益を上げ自治体と共同事業者に報いることが目的。

➂ 計画1  休眠資源発掘工場(Ｐ11) 運営で28～46％になる計画。 P10の純利益を運営協議会で協議し配分し

ます。

税金は自社支払いです。会員の収益はP10下段に表示してます。

④ 計画2 炭化炉生成資源を地場産業で(P16) 運営し 別紙純利益を運営協議会で協議し配分します。

⑤ 運営協議会員は 計画1で利益(P10)を上げ、計画2で地場産業(P15) 運営でも利益を得ます。



休眠資源発掘新事業は運営協議会中心で 計画1・計画2を構成

❸住民3新事業
1 貸農園事業
2 道の駅事業
3 観光産業

運営協議会
LLC形式

地元アレン
ジャー

国

自治体

保険
会社

人口増の
確立

循環経済
の確立

衛生組合 ❶地場産業活性化
軽油・重油・ 供給

❷未利用地活性化
1 漢方農園
2 機能野菜・果実
3 加工産業

計画1
休眠資源を発掘。エネルギ-・食料・水資源を 地場産業に供与

計画2
生成3資源で4 事業を興し循環経済を確立

資源供給

❹自治体 
経費削減

⚫ 売電事業
⚫ Cクレジット

事業申請

⚫ 休業補償
⚫ 修理保証

交付金

交付金

事業申請

1 技術供与
2 事業設計図書
3 事業運営

⚫ 技術監理

輸出農業
の確立

1
0

運営協議会構成メンバー
❶地元振興公社 ❷地元アレンジャー ❸ゼロフォース ❹与信会社 ❺衛生組合 ❻事業協力者。
投資回収表は・P4運営協議会 配当予定参照

ｴﾈﾙｷﾞｰプ
ロダクト

運営協議会
LLC形式

事業協力者

ゼロフォース

与信会社

休眠資源
発掘
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休眠資源を発掘する運営協議会運営の年間収入予測 単価は2024年都内単価で積算 (単位千)

ﾗｲﾝ名

発電収入

発電収入

汚水

分子水

増産材

水道水

分子水

増産材

水素

販売収入

604,243m3

60m3

ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ

収入内訳

家庭芥

精製油

液体燃料

家庭芥

ー

ー

年間数量

3,082ｔ

6,314ｔ

3,082ｔ

0.04

50.0

0.04

8.0

0.3

50.0

16.0

8.0

0.0

50.0

3.0

単価

16.0

80.0

16.0

24,170

389

251

9,667,888

505,102

49,304

49,304

10,366

酸素

10,349,367

収入計

0

24,170

41,298

9,669,183

11,006

49,304

554,406

金額 (千）

438

370

487

40,734

543

21

55m3

9,248m3

10m3

屎尿

機能炭

分子水

増産材

新産業確立

ﾗｲﾝ4 汚水資源化

引取収入

販売収入

ﾗｲﾝ4 PFAS資源化

引取収入

販売収入

ﾗｲﾝ5 ガス資源化

排出権販売

販売収入

13,578m3

13,578m3

0m3

604,243m3

1,296m3

1,296m3

5ｔ

特殊炭1

温水

増産材

廃ガス

地方創生 資源化名 収入分類

地場産業活性

ﾗｲﾝ1 燃料油製造

引取収入

販売収入

ﾗｲﾝ2 炭化本処理

引取収入

ﾗｲﾝ3 屎尿資源化

引取収入

販売収入

604,243m3
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資金計画 自治体に眠る休眠資源の発掘会社  運営協議会を新設するため国の御支援を受けます

ライン共通(建物・置場・タンク・外構）等工事

軽油・灯油・重油ｴﾈﾙｷﾞを創造

機能炭･温水・分子水製造・1/2はﾗｲﾝ1へ

収集屎尿からｴﾈﾙｷﾞ･分子水製造

ﾗｲﾝ4 1 発生汚水資源化

ﾗｲﾝ4 2 PFOS抽出・無害化・資源化

水素製造

CO2排出権

収支予測 地元アレンジャー・振興公社・弊社・地元有志 参加の運営協議会運営の利益予測

項目

収入

支出

税 法人 50%

支出　(億)

30.00 30.00 30.00 30.00

102.24

35.88

利益率 42% 37% 37% 36% 36% 35% 35%

34.55 35.02 35.87 36.26

経常

収支

収入 99.55 101.16 101.52 101.74 101.91 102.07

経常 75.95 68.59 67.59 67.19 66.89 66.20 65.98

34.00 31.00 30.00

101.91 102.07 102.24

36.26

収入　(億) 99.55

集計
純利益 41.85 37.49 37.49 37.09 36.79 36.10

23.58 31.70 33.06 33.68 34.15 35.00

支出 23.61 32.57 33.93

2032年 2033年

交付金 7.09 0.79
新産業確立

ﾗｲﾝ5

101.16 101.52 101.74

60.64 54.58 6.06

1.89 0.21

設計監理

地場活性化

工事分類

ﾗｲﾝ2 13.95

交付金

国

交付金

ｴﾈﾙｷﾞｰ・食料・水資源製造

ﾗｲﾝ3 1.40

事業者 負担

4.15

契約金

3.79

14.79

負担額

0.42

額

1.48

12.56 1.40

3.41 0.38

工事名称

ﾗｲﾝ1

自治体

億

交付金

交付金

13.31交付金

種類

2.10

14.00

7.88

国・支援　(億）

12.60

保証協会 自己調達

計

3.74

ﾗｲﾝ共通工

交付金

年度 2028年 2029年 2030年 2030年 2031年



ロードマップ(案）

2025
・基本設計申請・承認
・内閣府 地方創生2.0 国土交通省 グリーンインフラ計画

計画1・2 4年計画で完成予定の1年目

2026
・内閣府 地方創生2.0 国土交通省
グリーンインフラ計画計画1 2年目
計画2 1年目
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2027・内閣府 地方創生2.0 国土交通省
グリーンインフラ計画計画1 3年目
計画2 2年目

2028・内閣府 地方創生2.0 国土交通省
グリーンインフラ計画計画1 4年目
計画2 3年目

2029・内閣府 地方創生2.0 国土交通省
グリーンインフラ計画計画1終了
計画2 4年目
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本計画で期待される効果

人口活性化

・他県からの農業人口増加

・輸出可能農産物2.4倍増産

・253人の雇用創出

・英語の話せる児童増加

・障害児雇用 農業 養殖

自治体活性化

・自給機能を持つ自治体

・防災自治体

・PFAS抽出分解自治体

・水素燃料販売自治体

・炭酸ガス排出権自治体

・自然と共生する自治体

・蛍の飛び交う自治体

住民活性化

・住民燃料費 4％ 削減

・住民生活費 3％ 削減

・住民芥費用 3％ 減少

・屎尿処理費 3％ 減少

財政力指数1化

・年間4億円の経費削減

・年間上記4倍の地場産業

活性化

・先端技術で2新事業を興

す

1 2 3 4



1
5

軽油・灯油・重油製造 ガス無害化 大気放出分子水を製造機能炭・温水・電力製造

計画1　収集廃棄物（有機）を軽油・灯油・重油・機能炭・分子水資源にするフロー

炭化炉収集ゴミから 炭化炉収集ゴミから収集ゴミから

PP 油化装置

灯油・軽油・重油 製造

1.86倍新燃料装置

破砕機

加水分解機

ｶﾞｽ発電機

燃料発電機

軽油・灯油・重油 タンク

ｶﾞｽ冷却機

ｽ ﾗ ﾞ

ｶﾞｽ吸着機

分離機・洗浄機
地下タンク

水質調整機

分子水

地下タンク

固液分離機

固形物 分子水

過熱式分子水炭化炉

分離物置場

分解物置場

破砕物置場

大気放出



第3事業1

糖尿病用野菜供給

温室栽培 + 医業のコラボ
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第4事業
生産物加工

ｻﾝﾌﾞﾗﾝﾄ ﾞで出荷

第3事業1

漢方薬

温室栽培 + 医業のコラボ

第3事業1

皮膚病用野菜供給

露地栽培+ 工業のコラボ

第2事業

薬用茸 癌用野菜供給

温室栽培+ 医業のコラボ

第3事業 2

養殖

 農業飼料+ 漁業のコラボ

第1事業
ガス循環炭化処理場

生産物加工ライン

第 3事業 3

畜産

農業飼料+ 畜産のコラボ

生成炭

炭供給
電力融通

電力融通

排泄物は
炭化原料

農業不要物 第 5事業
販売

都市圏 EU圏で売

飼料畑へ
炭

生産物加工ライン



休眠資源の発掘順序

休眠資源発掘調査
1 実現可能性の調査【フィジビリティスタディ】をします

2 自治体の持つ潜在能力を調査。豊かになるためには【先端技術と資金】がいくら必要で、何年

でどれだけの利益が得られるかを調査します。

事前調査契約とは
1 上記の調査を【自治体と先端技術を持つ弊社】間で契約する事を指します、詳細は別紙参照。

2 人口1万人未満は770万円、5万人未満は1500万円、10万人未満は2000万円の費用が必要。

3 本調査報告書を内閣府の審議官が精査し交付金支援の判断資料となる【最重要書類】です。

事前調査報告書に基づき休眠資源発掘計画1・2を立てます
1 先端技術の使用でエネルギー・食料・水の自給が完成する循環経済に交付金は最優先されます。

2 計画1 軽油・灯油・重油・電気エネルギー・作物2.4倍増産用原料を先端技術で作る実計画。

3 計画2 計画１のエネルギー・増産原料・先端技術を地場産業に提供して増収の実施計画。

4 弊社が自治体に、自治体が県庁へ、県庁が中央省庁へ提出。その後の実務は全て弊社で実施。

面談
1 自治体首長・計画者・中央省庁参事官と三者面談し 何度も御指導を受けて提出書類を完成。

2 交付書類が締切後3ヶ月程度で到着。自治体は届く間に弊社の指導で協議会を創り準備します。
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事前調査契約の調査内容
交付金審査
1 内閣府 地方創生2.0 国土交通省 グリーンインフラ交付金の支援を受けます。

2 国の方針に沿っているかで支援が決まり、先端技術の使用でエネルギー・食料・水の自給が完成し循環経済

が成立つ計画に交付金支援が最優先されます。

3 交付金は原則4年の分割で交付され､国 自治体 協議会の順でおりてきます。

調査内容
1 市場調査

黒字になる可能性があるかの調査（最重要）事業の必要性及び需要 現況問題点と本事業に

よる解決策 他の事業の成功例 事業稼働時の改善目標値

2 場所調査 面積 緯度・経度 高度 平均気温 湿度 降雨・降雪量

3 環境調査 地質 土壌 水質 住民意識 本事業への理解度

4 法令調査 事業に係る法令調査 許可ライセンス等の確認 資格者の確認

5 技術調査 事業システム 技術実績 エビデンス 特許

6 予算調査

事業予算 試算 簡易積算 自治体内における類似予算との比較 スケジュール 収益予算
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内閣府 地方創生2.0 交付金支援
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国土交通省 グリーンインフラ 交付金支援

20
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計画2 増産技術解説
立案
計画1の生成資源を使い下記事業を行ない循環経済を確立し財政力指数1を実現します

1 未利用地活性化 2 漢方農園運営 3 貸農園事業 4 道の駅事業 5 養殖 6 畜産 7 輸出事業

下記は弊社の機能炭化炉で家庭芥を資源化し地場に供与した(2013～2016年)の先端技術例

鹿角霊芝3.4倍増産 投資効率1：345 機能野菜2.8倍増産 投資効率1：142 高値野菜2.2倍増産 投資効率1：149

雪鱒 1000匹中922匹出荷 
投資効率1：310

車エビ1000匹中914匹出荷
投資効率1：540

ウナギ1000匹中911出荷
投資効率1：223



使用理論 ①エネルギ-創造理論 ②エネルギ-増量理論 ➂2機能理論 ④分子水理論
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開発者紹介 石黒三郎 理学博士 昭和5年4月25日生

1 1953年3月東京教育大学理学部化学科卒業。

2 古河鉱業(株)現古河機械金属取締役電子材料本部副本部長兼営業部長。

3 東大工学部総合試験所研究員 日本砒素研究会理事 NEDO事前評価委員

4 科学技術庁 資源調査会委員 科学技術長官賞受賞 紫綬褒章 日本鉱業協会賞受賞

5 ガリウムヒ素 多結晶の製造 Ｘ線CT材料の開発 ヒ素ド－プシリコン単結晶の開発

6 日本アンチエイジング協会理事長 オルゴンパワ－(黒粒)開発

7 平成23年没

1 石黒・山下は水道水・河川・井水・海水等 普通の軽水水分子を進化させる SiTiO2-x1.9~1.8金属焼結・

半導体被覆を使い、 振動と電荷の2機能を持つ半導体黒粒1を開発し、エネルギー・食料真水3資源不足の

解決に道をつけました。

2 山下が 2機能を水に転写する、増産用黒粒2・汎用型黒粒3 を開発し分子水理論を提唱。

3 これで80億の世界人口のエネルギー・食料・真水の供給と持続可能な成長に道筋をつけました。

4 石黒名で流通しているのは【黒粒Ⅰ】

5 山下名で流通しているのは【増産用黒粒2 】【汎用型黒粒3 】 計3タイプ。
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開発者紹介 山下昭彦 植物学 昭和20年2月8日生

1 昭和44年3月東京農業大学造園学科卒業

2 ワイレックスリウォーター研究所 サンアグリ研究所 ゼロフォース３社の会長

3 黒粒の2機能を水に転写する黒粒2・黒粒3を開発。作物増産分子水理論を完成。

4 作物増産・海外実績

エジプト・イラク・ジプチ・サウジ・ドバイ・コロンビア・タイ・インドネシア・中国・韓国

5 山下開発技術の政府評価認定

平成09年 9経計創第558-1 東京都 創造法認定（大気中の汚染物質）

平成10年 9経計創第558-2 東京都 創造法認定98.5％除去 認定証

平成23年 放射性汚染水の除染技術 内閣府 99.998％除去評価証

平成23年 放射性汚染土壌の除染法 環境省 98.5％除去 評価証

6 河川湖沼浄化実績

東京都 奥多摩湖アオコ除去 富士電機依頼

千葉県 手賀沼湖沼浄化実証 千葉県 環境省

長野県 諏訪湖農薬除染実証 長野県

神奈川 鶴見川重金属除染実証 神奈川県 環境省

7 外構実績 元最高裁判所長官 駒田邸外構造園設計施工

東京地方裁判所長 中川邸外構造園設計施工

作家 五木寛之邸造園工事

野球 長島茂雄邸 菊名マンション外構設計

柔道 木村政彦邸 外構造園設計施工

小笠原返還時父島港外構造園設計施工



2018年 炭酸ガス分解理論提唱

プラズマと水分子変性で窒素の6% 炭酸ガス99%を解離後結合
させ水素原子を創り大量生産を可能にする理論を完成。

2020年 リチウム抽出技術確立

塩水中の錯塩から金属リチウム分離する理論と実証を開始

2021年 トリチウム抽出技術確立

エネルギーを持つ水分子と遊離酸素で軽水中のトリチウムを分
離する理論の実証を化研のラボで開始99.5％の抽出を実証。

2022年 炭酸ガスからナノカーボンと酸素創造

炭酸ガスからナノカーボンと酸素創造の実験機を多摩市で完成。

2023年 炭酸ガス分解実証工場
桐生市の新工場建設で 炭酸ガス分解機とガス循環炭化炉で11
エネルギーを得る計画を提案。

2024年 増産機器開発

最高1兆回/秒のテラヘルツ波エネルギ- ②最高-455mvの電

気エネルギ-下記の性質を持つ黒通2・黒粒3使用機器開発

2025年 人工光合成開始

炭酸ガス・機能水分子・人工照明で人工光合成の基礎実験を開
始。

2026年 窒素から水素創造

大気中の窒素から水素を創造する技術開発着手予定。

1998年 研究所設立
水・食料・エネルギーの増産研究所をワイレックスリウォー
ター株式会社として設立。

2003年 ダイオキシン除染技術確立

福島県焼却場解体現場で水中ダイオキシン除染技術を確立

2004年 砂漠の緑化技術実証

アフリカジプチで砂漠の緑化・真水確保に従事し技術確立

2008年 増産理論確立

80億になる世界人口と持続可能な成長達成には新理論が必要。 
と考え舟山理論を使った増産理論を確立。東京都認定

2010年 シンクタンク創業 クラスタ分解理論・実証・機器

社会課題解決型のシンクタンク事業のゼロ・フォース創業。

2012年 放射能除染技術実証

東京都・内閣府・環境省の放射能除染 技術評価 認定証取得。
仏国アレバ社と契約。99.998％の結果を福島除染活動で実証。

2013年水素創造炭化炉完成

炭酸ガスから水素発生の初期型炭化炉(48㎥ 50ton)が茨城県
で設置許可され運転を開始。茨城県認定

2016年 エネルギーを持つ水分子製造機を実用化
増産を7分野67種類に整理2.4倍増産の7次化農法理論を完成。
150ｍｖのエネルギーを持つ新しい水分子を創造。内閣府評価 25
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1996年・東京都300トン炭化炉納入(夢の島） 大成建設・国土開発 「水星」プラント販売（群馬県蒟蒻製造排水用） 民間食品工場

凝集剤エレクサイトが中小企業創造法のて東京都より認定 東京都労働経済局 放射能汚染汚水の除染実証実験で５５万Ｂｑの汚染水を検出限界以下に 内閣府

千葉県手賀水質浄化公開実験に選定 千葉県 富山県15トン炭化炉1台納入(稼働中）水精」プラント2台販売 韓国日光開発

奥多摩湖水質浄化及びアオコほか有機物除去回収実験 東京都・富士電機 「水星」プラント販売埼玉県処理場運搬車洗浄排水用） 民間工業工場

5㌧小型炭化炉におけるダイオキシン除去実験・国土開発実験場 国土開発 「水星」プラント販売（千葉県中間処理施設場） 民間工業工場

韓国浦項製鉄所池水質浄化実験 海　外 モンゴル井水ヒ素除去工事 海　外

東京都港区有栖川宮記念公園池の水質浄化・浚渫工事 東京都港区 島根県薬用茸栽培開始 民間農場

「水星」プラント販売、石狩川汚濁水の大型水質浄化機械を販売 民間土木会社 「水星」プラント販売（北海道猿払村魚加工工場排水用） 民間食品工場

「水星」使用の横浜市鶴見川の水質浄化公開実験に選定 国土交通省 「水星」プラント大型3台納入 民間工業工場

「水星」プラント販売、兵庫県播磨町上の池アオコ浄化実験 播磨町主催 「水星」プラント（徳島県廃プラスティック洗滌排水用） 民間工業工場

諏訪湖流入水中の農薬除去浄化実験 長野県主催 「水星」プラント含む浄化装置を大手ゴム工場に納入 民間工業工場

東京都新宿区檜公園池の水質浄化・浚渫工事 東京都新宿区 イラク・チグリス＆ユーフラテス河川の水浄化機納入、凝集剤輸送。 海　外

2㌧炭化炉納入・ダイオキシン除去用「水精」プラント販売 福島県産廃業者 中国江蘇宣興経済開発区向けに「水精」プラントを納入 海　外

「水星」プラント販売　（長野県米のとぎ汁浄化用） 民間食品工場 イラク・病院排水＆河川の水浄化依頼に応え、病院用凝集剤水精納入。 海　外

「水星」プラント販売　（千葉県養豚屎尿浄化用） 民間養豚牧場 「水星」プラント含む浄化装置を中国雲南省昆明の池浄化用に納入 海　外

「水星・小規模事業向け有機性排水処理技術モデル事業」 環境省 中国江蘇宣興経済開発区向けに「水星」プラントを納入 海　外

実験場所・広島県呉市、処理対象水：食堂排水 広島県 中国湖北省武漢ドイツ系化粧品会社に「水星」プラントを納入 海　外

「水星」プラント販売（埼玉県金属食器研磨排水用） 民間工業工場 トリチウム抽出実験開始。 化研ラボ

「水星」プラント販売（兵庫県牛し尿用） 民間養豚牧場 「水星」プラント含む浄化装置を大手野菜工場に納入 民間工場

「水星」プラント販売（栃木県食品加工工場循環用） 民間食品工場 炭酸ガス分解装置試作機完成 環境省

5・2・1㌧炭化炉3台納入水精」プラント6台販売・ ミャンマー 千葉県山武郡養豚屎尿資源化180ｔ/ｄ 官庁工事

「水星」プラント販売（山口県豚し尿用） 民間養豚牧場 インドガンジス河浄化設計計画 海　外

「水星」プラント販売（福島県食品会社循環用） 民間養豚牧場 和歌山県自給都市計画採択 官庁工事

「水星」プラント販売（秋田県牛舎パーラー排水用） 民間養牛牧場 分子水実施　テラヘルツ領域を水に転写 2.4~6倍増産法完成 民間工業

「水星」プラント販売（宮城県魚加工循環水用） 民間養豚牧場 南丹市・南伊豆町・東伊豆町・下田市　自給防災都市計画 官庁工事

「水星」プラント販売（長野県廃プラスティック洗滌排水用） 民間工業工場 北海道防災都市計画 民間工業

「水星」プラント販売（岩手県豚し尿用） 民間養豚牧場

バイオマスファクトリー50㌧炭化炉納入（鹿嶋市） ＡＣＴﾄﾚｰﾁﾞﾝ ﾞ

「水星」プラント販売販売（北海道牛乳製造水循環用） 民間養豚牧場

「水星」プラント販売販売（群馬県蒟蒻製造排水用） 民間食品工場
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